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【将来予測ケーススタディ】 

　　　　　　　　　　　　　　　　　予　測　条　件　 

　ケース１：最も単純に1990年度から2000年度の合計排出量の伸びだけを考慮して推計。各部 

 門や排出源ごとの近年の動向の違いは反映されない。 

　ケース２：排出源を詳細に区分し、それに最も関連のつよい指標（世帯数、製造品出荷額等 

 など）の伸び率を用いて推計し、それらの結果を積算して合計排出量とする｡その 

 際、いくつかのトレンド期間のうち最も相関のいい期間を適用する。 

　ケース３：沖縄県においては、ケース２の関連指標はいずれも1990年度～2000年度の間に伸 

 びが鈍化する傾向がみられないが、全国では家庭系エネルギー消費量や自動車保有 

 台数などに近年伸びの鈍化がみられることから、数年後にはその傾向が沖縄県にも 

 あらわれると仮定し、国の長期エネルギー消費予測の伸び率を産業、運輸、民生の 

 各部門単位で適用して推計。その他の部門は合計の伸び率を適用｡ 

　ケース４：ケース３をベースにして、これに地域特性を考慮して推計。地域特性としては､ア 

 ンケートやヒヤリングの結果を反映させる。 

 

 

　ケース１：アンケート調査結果や経団連環境自主行動目標、省エネ判断基準、廃棄物対策な 
 ど削減の意思が表明されている対策の削減効果を算定。但し、新エネルギー導入 
 率を0％とする。 
　ケース２：ケース１をベースに、新エネルギー導入率を2.34％とする。これは、沖縄県新エ 
 ネルギービジョンの導入イメージに該当する。 
　ケース３：ケース１をベースに、新エネルギー導入率を5.08％とする。これは、沖縄県新エ 
 ネルギービジョン巻末の参考の案２に該当する。 
　ケース４：ケース１をベースに、新エネルギー導入率を11.06％とする。これは、沖縄県新 
 エネルギービジョン巻末の参考の案１に該当する。 
　ケース５：ケース１をベースに、削減意思が表明されていない対策を追加。追加した内容は、 
 自動車利用と民生部門におけるアンケート調査の実践率強化と、省エネ機器導入 
 の前倒し等のオプション。 
　ケース６：ケース２をベースに、削減意思が表明されていない対策を追加。追加した内容は、 
 自動車利用と民生部門におけるアンケート調査の実践率強化と省エネ機器導入の 
 前倒し等のオプション。 
　ケース７：ケース３をベースに、削減意思が表明されていない対策を追加。追加した内容は、 
 自動車利用と民生部門におけるアンケート調査の実践率強化と省エネ機器導入の 
 前倒し等のオプション。 
　ケース８：ケース４をベースに、削減意思が表明されていない対策を追加。追加した内容は、 
 自動車利用と民生部門におけるアンケート調査の実践率強化と省エネ機器導入の 
 前倒し等のオプション。 
 

【削減対策ケーススタディ】 

削　減　条　件 




